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人口減少社会のまちづくり
～文化・やさしさ・感動と共感～
橋　立　達　夫（※１）
　人口減少社会に関する増田論文が波紋を広げている。高齢化と同時進行する出産年齢人
口の減少により、人口自然減が続き、このまま推移すると近い将来、消滅する市町村が全
国で500余りに上るという警告である。しかしながら、たとえ人口が100年前の水準になっ
たにしても、国際水準から見れば日本の人口密度は十分に高い。全国的に見れば人口減少
自体はむやみに心配する必要はない。要は、若年層の都市集中という人口分布の問題であ
る。そして市町村消滅の予測を認識したからには、国にそして地域に、その流れに立ち向
かい、過疎高齢化の最前線にある地域を守る意思があるかどうかである。
　実は人口減少が進んだとしても地方自治体としての市町村が直ちに消滅することはない。
むしろ人口が減少すれば、それだけ役場の必要性は高まる。市町村の消滅は一に「合併」
を機に起こっているのである。たとえば愛知県富山村は隣接する豊根村と合併したが、合
併前には離島を除いての国内最小人口の村の状態を長く維持した。たとえ人口０になって
も、不在地主のために役場は残るであろうといわれていたほどである。しかし、この富山
村を含めて「平成の大合併」では消滅した市町村数が1600にも及んだ。
　増田論文では、高齢過疎化の続く市町村を維持していくのは困難として、地方中核都市
レベルで定住の環境を整え、そこで地方の人口を維持していくことを提案している。地域
の最前線にある集落を撤収し、人口を都市部に集め、コンパクトシティ化を実現すれば、
効率の良い行政が行われるということである。しかし、本当にそれで良いのであろうか。
その時、これまで最前線の集落の人々が手をかけて維持してきた農地山林をだれがどのよ
うに維持していくのであろうか。農地山林の維持管理自体をあきらめるということか、あ
るいは規制緩和によって農林業に進出する企業に委ねるのか。いずれにしても効率重視で
考えれば、全国各地で耕作放棄地、管理放棄された山林が激増することが予想される。こ
うした状況が生じれば国土は荒廃し、やがて自然災害により地方中核都市も大都市も大き
な被害を受ける事態を避けられないのではないか。
　私は、国土の保全を考慮すれば、小さな市町村が分散的に存在する状況が、決して非効
率ではないと考えている。地域の人や自然を知悉している役場の職員がいることにより、
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適切できめ細かい施策が可能になると思うからである。また身近な議会が存在することに
より、迅速かつ地域の特質に即した決断ができる（現在の地方議会が迅速な決断をしてい
るか否かについては、疑問があるが。）。国が一方的に最前線の地域からの撤退を前提とし
た政策を推し進めることは危険である。
　近年は、コンピュータシステムも発電システムも、従来の大規模集中型から分散型に移
行もしくは併用型になり、操作性や即応性、そして効率性が増している。地方行政システ
ムにその考えを応用することを考えるべきなのではないか。
１．地域再生の基本は文化にある
　前項で人口減少それ自体は大きな問題ではないと書いたが、地方がこのまま活力を失っ
てしまってはならない。そして地域復活の鍵は文化にあり、地域に文化の風を起こす必要
がある。
　人口流出と高齢化で人口が減り続けている地域では、どうしても文化は閉塞的になる。
古来、文化が閉塞した地域は滅びるという教訓がある。確かに人口減少社会の中で、外か
らの移住者に期待するのは困難であるが、交流人口により、地域に文化の風を入れること
は可能である。農村都市交流、外国にも目を転じての国際交流、若者の農山村居住インター
ンシップなど、現代社会においては交流の契機はさまざまにある。
　また活力を失いそうな地域は、積極的に外に向かって助力の要請をしてよいのではない
か。地域の弱みを見せて外からの助力を頼むというのは、地域住民としての誇りが許さな
いという考えもあろうが、私は、地域の誇りと、環境の維持や文化の振興に人手が足りな
いから助力を頼むということの間には、一線を画すべきであると考える。地域が衰亡して
しまっては仕方がない。栃木県茂木町竹原（たけわら）地区で導入された「竹原かぐや姫
の郷づくり応援団」は、人手不足で維持困難になった竹林の整備を都市住民の応援によっ
て、成し遂げようとしたものである。ボランティア作業にもかかわらず参加者から参加費
をいただくという「逆有償ボランティア」によって行われたが、住民も参加者も環境整
備に汗を流し、結果として荒れた竹藪が見るみるうちに美しい竹林に変る姿に感動し、10
年以上経た現在も活動と交流が続いている。荒れた竹藪が交流の資源になり、なおかつ参
加した都市住民にとって思い入れの深い交流になったのである。都市住民が地方のサポー
ターになる例は他にもたくさんあるし、その予備軍はまだまだいる。こうしたサポーター
は、客観的な目で地域の本物の文化を見分けて、住民に教えてくれる働きもする。交流の
拡大は地域住民が地域の文化に対する誇りを再認識する契機にもつながるのである。
　そしてこのように再認識された地域文化がこれからの地域経済を支える新しいコミュニ
ティビジネスの基盤になる。着地型観光（体験型観光）、特産品開発、地産地消の食ビジ
ネスなどである。従来のような企業誘致による地域経済活性化が困難になっている今日、
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地域内の資源を見つけ、それを磨いて誇りにまで高め、新たなビジネスを起こすという
内発的な産業振興こそ、地域社会が目指すべき振興への道である。人口が減少していれば、
一人当たりの資源量は増大していると考えたい。
　ただしここにも大きな障害が待ち構えている。ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）
である。ＴＰＰでは競争原理重視の方針から、行政による地元産品優先調達や、地元産業
優先契約などが禁じられる。地産池消に関する行政の誘導もできなくなる可能性が高い。
先行している米韓のＦＴＡ（自由貿易協定）には、同様の条項が含まれており、そのため
韓国は数百にも及ぶ法律と条令の改廃を迫られた。ＴＰＰはアメリカ製新自由主義経済の
大型ブルドーザーのように地域の文化を蹂躙する脅威をもたらす。そして農協の解体や混
合診療の解禁など、ＴＰＰの準備はすでに始まっている。
２．人にやさしいまちづくり
　さて、地方における人口の定住、交流人口の拡大を目指すためには、徹底的な人にやさ
しい行政を展開する必要がある。すでに見てきた市町村合併やＴＰＰはもとより、消費税
率の引き上げ、後期高齢者医療保険制度の改定、年金支給年齢のさらなる引き上げなど、
現在の国の政策は果たして人にやさしいかというと、答えは「否」であろう。とくに地方
における人の定住には、いずれも障害となる政策である。
　これに対して市町村の行政は、とくに比較的小規模な町村においては、徹底的な人にや
さしいまちづくりの取り組みを進めることが可能である。そして行政に頼らない住民主体
のまちづくりの現場においては、行政よりもさらに進んだ人にやさしいまちづくりの取り
組みを進めることができ、またすでに取り組んでいる地域が多数存在する。
　ここでそうした事例を見ることにより、人にやさしいまちづくりこそ、人口減少社会に
おける地域の存続の決め手となることを示したい。
（１）高齢者にやさしく
　親の世代が心豊かに暮らしていなければ、後継者は定住しない。そして私は、人口減少
社会こそ高齢者の出番があると考えている。そもそも高齢過疎化の進む地域では、高齢者
自身が頑張らないとまちづくりの担い手が足りない。
　愛知県足助町（現豊田市足助）の「三州足助屋敷」と「百年草」は、その先駆けとなっ
た事例である。昭和50年頃の足助町は、働ける者は男性も女性もことごとくといってよい
ほど隣接する豊田市内の自動車産業に働きに出てしまい、昼間は高齢者と子供たちしか町
にいないという状況になっていた。このような状況の下で足助町は、古来「塩の道」の
重要な拠点として栄えた町の伝統と文化を次世代に伝えるまちづくりとして、高齢の職人
さんたちの知恵と技をテーマとしたテーマパーク、「三州足助屋敷」をつくった。紙すき、
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鍛冶屋、木地師、桶職人、瓦職人などが実演販売する工房型の仕組みである。当初は「年
寄りを見せものにするのか」という批判もあったそうだが、開けてみれば来訪者の前で技
を見せ、会話をしながら製品を作り販売するのはことのほか楽しいことであった。「三州
足助屋敷」は足助の文化を伝える拠点として、今日まで35年も受け継がれ発展してきた。
　同じ足助町の「百年草」は、地域に根差して百年生きるお年寄りたちのための高齢者福
祉施設である。そこでは、本当の福祉は生涯現役で仕事のできる生活を確保することとい
う信念の下に、通所するお年寄りの中で働くことのできる人のための仕事場が用意されて
いる。すなわちソーセージとパンを生産する工房が併設されているのである。さらにそれ
らの工房で作られる製品を供するレストラン、宿泊施設などを併設して、高齢者福祉施設
を核とするコミュニティビジネスの集積を創り上げた。福祉の事業がお金を吸い込むだけ
の事業ではなく、地域経済の核になり得ることを証明したのである。
　新潟県村上市の「町屋の人形さま巡り」は、大型ショッピングセンターの進出に押され
て寂れた中心商店街の活性化の事例である。商店街にあって大型ショッピングセンターに
はない資源を改めて探した結果、北前船の寄港地として栄えた歴史を持つ商店街の底力を
再発見した。すなわち町屋の奥座敷と蔵に眠る村上の栄えた時代からの先祖伝来のお雛様
が地域の文化資源であることに気付いたのである。そしてこのお雛様を使って「町屋の人
形さま巡り」のイベントが始まった。奥座敷に展示した自慢のお雛様を観光客に紹介する
お年寄りの目は輝いている。わずか30万円のポスター印刷費だけで、１億円とも２億円と
もいわれる経済効果を達成し、商店街再生の原動力となっている。そしてこの取り組みは
全国の伝統的商店街に波及している。
　地方の農山村で盛んになっている農業・農村体験などの着地型観光事業も、主役は高齢
者である。厳しい自然と対峙し、集落の人の輪を大切にしてきたお年寄りの知恵と技は、
若者を魅了してやまない。
　「やねだん（鹿児島県鹿屋市柳谷集落）」は、行政に頼らない住民自治を達成し、住民に
ボーナスを出している集落として有名である。15年ほど前までは、どこにでもある高齢過
疎化の進む人口300人ほどの集落であったが、行政の補助金に頼るまちづくりでは感動が
ないという考えから、自主財源の獲得に挑戦したのである。すなわちサツマイモの栽培や
有機飼料「土着菌」の生産販売、農村レストランなどのコミュニティビジネスを立ち上げ、
蓄積した集落の剰余金で、本当に地域で必要な事業を行っているのである。そしてその最
初の収益還元事業は、一人暮らしの高齢者の家に、非常ベルを設置することであった。本
人と周囲の心配を払拭する事業であった。住民へのボーナスは、その後、住民からの「もっ
と世の中のためになる事業や、みんなで楽しめる事業に使ってほしい」という申し出によ
り休止（83歳以上の方への支給は今も続いている。）され、高齢者に一人に１台のシニア
カーが配られた。これらの事業は、たとえば鹿屋市全体で実施しようとすれば膨大な資金
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が必要となり、他の事業に優先させて行われるとは考えにくいが、小さな自治組織で自分
たちの財源を持っているからこそ、地域に一番必要な事業は何かを深く考え実施すること
ができるのである。高齢化の進んだ「やねだん」では、亡くなる方も少なくないが、最後
まで地域の方々に慕われ、守られ、惜しまれながら亡くなるという最高の逝き方が示され
ている。そしてこのようなまちづくりに共感を持った若者のＩターン、Ｕターンによる人
口流入と出生により「やねだん」の人口はⅤ字回復した。しかし今また、高齢者が亡くな
ることによる人口減少が起こっている。「やねだん」では、現在、葬儀費用の負担を軽減し、
域外流出を食い止めるために、自前の集落葬を行う設備が整えられつつある。思いやりは
死後の世界にまで及んでいるのである。
（２）子供にやさしく
　子供が明るく生き生きしている地域は最も魅力的な地域だといわれる。飢餓や貧困、疾
病、戦争などによって極めて厳しい状況の下で暮らしている世界の子供たちのことを考え
れば、日本の子供たちは恵まれた環境で暮らしているということができる。しかし今、日
本の子供たちの目が輝いているとは言い難いのではないか。
　また、医療、教育、子育て支援などの環境が整わないと子供たちを地方で育てることに
心配が伴う。しかも、このような環境が整ったとしてもそれだけでは十分といえない。発
達心理学の世界では、子供の自立心は７歳までに形成されるといわれている。核家族化や
職住分離が進んだ社会においては、家にいれば親だけと、外に出れば同世代の子供とだけ
一緒に過ごすことになる。家の手伝いをすることもなく外で遊ぶこともない子供たちの自
立心はどうやって育つというのであろうか。これも人口都市集中の大きな弊害の一つであ
る。
　一方、子供が生き生きとしている地域もある。そしてそうした地域には、住民の眼が温
かく行き届いているという特徴がある。地域全体で子供を見守り、互いに挨拶をする。間
違ったことをしたらしっかりと叱る。こういう社会こそ、子供にやさしい社会であるとい
うことができよう。
　前述の「やねだん」の高齢者宅の非常ベル設置に続く二番目の事業は「寺小屋事業」で
あった。どうしても勉強が遅れがちになる地域の子供たちの学力支援のために、集落でお
金を出して教員ＯＢによる補習を行うという事業である。また集落のイベントは全員参加
で、子供たちを含めてそれぞれが役割をもって行われている。月１回、土曜の夕方に集落
の人たちがお年寄りから子供まで家から出てきてみんなで集落内を散歩する「サンセット
ウォーク」は、各世代のつながりを見事に表している。「やねだん」の子供たちの目は輝
いており、それを見て、ここで子育てをしたいと転入を決意する若い人たちもいる。
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（３）若者にやさしく
　若者が地方になかなか定着しない理由はいくつもある。高校進学率が100％近くなって
いる今日、通学圏内に高校がない、もしくは行きたい高校がなければ、若者は都市部に出
て行ってしまう。そのまま戻らずに就職、あるいは進学してしまえば、少なくとも一定年
限が来るまでは郷里で暮らさなくなる。しかも親の世代が自分たちの仕事に見切りをつけ
ていて、せめて子供たちには教育をつけて外の世界で活躍するようにという思いを託して
いるのであれば、子供たちは戻るわけにはいかない。
　そもそも若者にとって農山漁村の環境は暮らしにくいと考えられている。とくに大半を
占めるようになった都会で生まれ育った若者にとっては、閉塞感があって日常の楽しみが
少ない地方で自分が暮らす姿は想像もできないと考えられている。
　古来、若者のフロンティアは文明もしくは文化の中
（※）
にあった。そして文明は都市に独占
されていた。文化についても、都市における文化は常に新しい血の流入により刺激を受け
て更新され続けている。すなわち文化を維持発展させるためには新しい血の流入が必須で
あり、その中で若者が大きな役割を果たしてきた。都市が若者のフロンティアであり続け
てきたのである。
（※）ここでは、文明と文化を次の意味で使っている。
　「文化」は、思想、道徳、芸術など精神的所産であり、「文明」は技術的、物質的、制度的所産である。
また「文化」は、地域性を特徴とする生活全般を指すのに対し、「文明」は、地域に縛られない、
より普遍的、抽象的概念である。
　しかし、現代においては、地方でも文明的な生活は相当程度に満たされつつある。そし
て文化についてはもともと都市に独占されたものではない。伝統芸能や祭り、食文化など、
地方にも地域独特の文化が存在している。ただし都市の文化が更新され続けているのに対
して、地方の文化は閉塞状況に陥りがちである。前述の「交流」によって、この閉塞状況
を打破したい。
　“若者の居場所をつくる”がこれからの地域社会維持発展のキーワードになるであろう。
稼業や家事を手伝う機会がなく、地域社会にも居場所のない若者は社会の中の自分の役割
を見失いがちである。そしてその心は地域から離れていく。しかし、たとえば若者にとっ
て、伝統芸能や祭りなどの活動の中で人に認められ、自ら向上するような居場所があれば、
帰郷もしくは定住への思いは強まる。確かに高齢過疎化の進んだ地域には同世代の仲間が
いないし、残った若者に消防団やＰＴＡなど地域の役職の負担が集中する。しかしそれだ
け自分が社会に必要とされているという実感は大きいであろう。生きがいを見つけられな
い都会の若者よりも、地方の若者が恵まれている部分がここにある。今、「みどりのふる
さと協力隊」など、地方で新しい生活を見出そうとする若者も増えつつある。
　もしコンパクトシティの考え方が有効になるとしたら、それは若者が親の家に近い地方
の都市部に住み、最前線にとどまる親の生活を支えるような住まい方ができるときであろ
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う。ただしその場合にも、最前線の自治は必要であり、市町村行政が撤退して良いわけで
はない。
（４）女性にやさしく
　増田論文に示されたように、地域の少子化の最大の原因が出産年齢人口の減少にあると
すれば、女性が暮らしやすい地域を作ることが重要課題であることは間違いない。
　現在、出生率が低いのはむしろ大都市部である。地方の市町村では、３人以上の子供を
持つ家庭も少なくない。それは、個々の環境によるものと思われるが、市町村の政策によ
るところも大きい。島根県邑南町、長野県下條村など、徹底的な少子化対策、子育て支援、
保健医療の充実、子育て優先型雇用、住宅政策によって、若い女性の定住と出生率の上昇
を実現している地域も少なくない。
　そして女性にとって住みやすい地域にするためには、女性の意見を聴くことも重要であ
る。地域社会では男性が表面に出ることが多いが、やさしさのまちづくりのためには、女
性ならではの発想を生かすことが必要かつ有効である。岩手県遠野市の「綾織夢を語る女
性の会」は、20年前から地域のまちづくりに活躍しているが、結成の契機となったのは、
市役所から女性の意見を求められたことであった。そしてそこで生まれたのが、田んぼの
真ん中に公衆トイレを造るという事業であった。公衆トイレは繁華街に造るという通念か
らはかけ離れていたが、農家の女性にとって、それが切実な要望だったのである。女性に
とっての暮らしやすさの基準は男性にとっては気が付かないこともあるということを銘記
すべきである。
（５）やさしさの総合政策
　さてここまで、人にやさしいまちづくりの事例を対象別に見てきた。高齢者は地域の宝、
子供は地域の宝、若者は地域の宝、女性は地域の宝、そして働く壮年世代も地域の宝であ
る。すなわち人こそ地域の宝であることが、これらの事例からも理解できるであろう。し
かし、人にやさしいまちづくりはここに留まらない。住民の各層に対応する施策も重要で
あるが、これらを総合的有機的に結び付ける総合的施策が必要なのである。そして規模の
小さい自治体や集落だからこそできる総合政策がある。
　藻谷浩介氏の『里山資本主義』には、きわめて興味深い事例が紹介されている。広島県
庄原市内の高齢者福祉施設では、通所者から栽培している農産物を買い取る仕組みがつく
られた。以前はご近所におすそ分けをしていた野菜や果物が、過疎化のために配るご近所
がいなくなり、余ってしまっていたのである。これを市価の半分程度の額の地域通貨で買
い取って高齢者福祉施設の食材として利用する。いずれも安心安全な食材である。地域通
貨を受け取った高齢者は、友達と誘い合わせて近くの農村レストランで食事やお茶を楽し
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む。この農村レストランには保育所が併設されていて、働くお母さんたちに喜ばれている。
そして農村レストランに訪れた高齢者はこの保育所で遊んで行って良いことになっている。
子供と遊ぶことはお年寄りの大きな楽しみとなり、子供たちもお年寄りになついてよく遊
ぶ。保育士さんたちの負担軽減にも結び付いている。お年寄りはもちろん、福祉施設の経
営者とスタッフ、農村レストランのスタッフ、保育士、保育所の子供たちとその親、みん
なが喜ぶ事業である。３世代４世代の交流による心と文化の循環がここで起こっているの
である。
　このような地域の複合経営の考え方としては、長野県飯田市の「集落複合経営」の取り
組みが名高い。農業近代化の流れに合わせて個々の農家は専門性の高い農業を行っていて
も、集落全体では様々な作目を生産する農家や酪農家が展開しており、また、加工、販売
などの機能も併せ持つようにしていこうという考え方である。エネルギーや有機物の循環、
季節的な労働力の相互融通などにより、互いの絆を強め、また地域としての総合力を高め
ようという試みである。
　庄原市の事例を含め、このような地域の複合経営の考え方が、これからの地域社会では
極めて重要である。「やねだん」でも見られる地域経営の考え方、そしてそれによって生
まれる地域の自立こそ、人口減少社会の下での豊かな社会への扉になるであろう。
３．感動と共感のまちづくり
　以上、これからのまちづくりについて述べてきたが、私は、「まちづくり」とは「地域の方々
が前向きに生きる条件をつくること」ととらえている。そして人が前向きに生きるために
は、誇りと感動が必要である。
　近年、「経験経済学」という考え方が広がっている。これからのサービス産業時代の企
業の新しい目標は、必要な機能を満たす商品を提供するだけでなく、プライスレスの感動
体験を与えることが必要であるという考え方である。ありきたりのサービスでは競争に勝
てず、やがて競争社会の中で埋没してしまう。この考え方は、まちづくりの世界にも当て
はまる。すなわちまちづくりにおいても、感動の体験こそが、人を惹きつける鍵になるで
あろう。
　また、まちづくりには多くの人の共感が必要である。その意味で、机上で錬られた最高
の計画が最良の計画ではない。計画の過程で多くの人々の共感を得ることによって、計画
実現のための応援団を育むことができるという、いわゆる「参画協働」の考え方が大切で
ある。
　そして繰り返しになるが、地域で本当に必要なことをするためには自主財源が必要であ
る。「やねだん」のように、行政に頼らずまちづくりを行う「市民自治」が住民主体のま
ちづくりの究極の姿である。地域の自立こそ、人口減少社会の下での豊かな社会への扉で
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ある。
　ただし市民自治への動きが目始めた今日においても、そこへ向けて行政がやるべきこと
は多々ある。効率優先の合併の波に負けず、小さくても議会を持ち自己決定のできる「町
村」であり続けてほしい。町村のあり様は大きく変わり、真の自治に向かう必要があると
してでもである。
（本稿は『住民行政の窓』2014年10月号　日本加除出版株式会社に掲載された同名の拙
稿を一部改訂補筆したものである。）
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